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本年度はMOT教育の実施と、将来に向けてのビジョン作りにもっとも力を注いだ。
（1）総合講座「技術マネジメント（MOT）入門」
　　2005年9月26日から翌2006年1月16日まで、13回におよび学部間共通総合講座を開設
　した。講師は明治大学教員10名（本総合研究メンバー4名とMOTプロジェクト参加者6名、
　および理工学部教授1名）および外部社会人講師1名（2回講義）であり、コーディネータ
　ーは本総合研究メンバーである宮城善一・理工学部助教授が担当した。製品開発概論から入
　り、イノベーション論、MOTとファイナンス、技術進歩の影響、　SCM、経営者の役割と人材
　育成、知財戦略、ソフトウェア生産管理、中小企業論、技術戦略論、品質展開（QFD）など
　を講義した。受講学生からは熱心な質問があったり、より深く学びたいとのコメントがあっ
　たり、概ね好評であった。
（注）「MOTプロジェクトメンバー」とは、本総合研究には登録されていないが、目的に賛同し、
　会議やMOT教育実践に協力していただいている人々を指す。その中には（3）以降で述べる
　将来ビジョン策定のための会議メンバーも含まれている。
（2）公開講座「MOTの一貫性一技術開発から知財戦略まで一」
　　2005年10月19日から同年12月14日まで、8回におよぶ講座を開設した。講師は明治大
　学教員3名（本総合研究メンバー－2名とMOTプロジェクト参加者1名）および外部社会人
　講師5名であり、コーディネーターは研究代表者である大石が担当した。本公開講座では、
　製品開発のプロセス革新や計測・評価の改善、企業シーズ（技術力）と消費者ニーズ（欲求）
　の接合、MOT人材育成と組織開発、大学発のベンチャービジネス創造、日本企業の知財戦略
　などを講義したが、参加者の評価は概ね好評であった。
（3）クオリティ・カレッジ（クオリティ・スクール）のための委員会
　　MOTプロジェクトの一環として社会人にMOTを（とりわけクオリティ・マネジメントを）
　教える大学院を創立することを検討するために、「明治大学新学部等設置検討委員会」（委員
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　長：納谷廣美学長）の専門部会として「クオリティ・カレソジ専門部会」（部会長：武野純一
　学長室専門委員）が設立され、総合研究メンバーからは大滝厚理工学部教授・宮城善一理工
　学部助教授・大石が参加し、MOTプロジェクトメンバーからは山下洋史商学部教授が参加し
　た。計7回の専門部会を開催して、クオリティ・カレッジ（途中から「カレッジ」では「大
　学」と思われるので「クオリティ・スクール」と呼称）の設立可能性を探ったが、①単独の
　独立大学院は財政的に困難なこと、②既存大学院の中に組み込むには方針が異なること、な
　どの理由から2006年3月27日の第7回専門部会で早急な設立はせずに中長期的に検討する
　ことになった。
（4）　3つの調査
　　2005年度にもっとも力（費用）を注ぎ込んだのは3つのアンケート調査である。1つ目は
　日本における社会人WEB調査、2つ目は明治大学校友会調査、3つ目は中国社会人WEB調
　査。調査設計・管理は「㈱小田急工一ジェンシー」に、実査は「ipsos日本統計調査㈱」に依
　頼した。調査結果の詳細については最終報告書でまとめる予定であるが、明治大学のMOT
　大学院に対して期待が高いとともに厳しい意見もあった。たとえば日本における社会人WEB
　調査では、クオリティ・カレッジに対しては回答者の5割以上の人が興味・関心を持ったが、
　　「ぜひ進学したい」という回答はゼロであった（「できれば進学したい」30．7％）。また校友
　会調査では、明治大学のイメージ評価として「理系学部に力を入れているとは思わない」と
　か「保守的だと思う」「研究熱心だとは思わない」というネガティブな評価が多かった。中国
　WEB調査では平均的「適正価格（年間授業料）」が30万円前後となり、国内大学院授業料と
　してはとても耐え難い数値であるという回答があった。MOT教育は既に国際化の時代に入っ
　ていると考え中国との提携を視野に入れて調査したが、彼我のギャップは未だ大きく、今後
　慎重な見極めが必要であろう。引き続き検討したい。
（5）以上の案件を議論するために、公式には6回、非公式も含めると20数回の会議を開催した。
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